
２００５年３月期  個別中間財務諸表の概要     ２００４年１１月１２日 

上 場 会 社 名             三谷セキサン株式会社                  上 場 取 引 所 ：  大 

コ ー ド 番 号             ５２７３                本社所在都道府県 ： 福井県 

（ＵＲＬ http：//www.m-sekisan.co.jp） 

問 合 せ 先             責任者役職名   常 務 取 締 役 

                氏    名   増 山  憲 一      ＴＥＬ （０７７６）２０－３３３３ 

中間決算取締役会開催日  2004 年 11 月 12 日             中間配当制度の有無          有 

中 間配当支 払開始 日               － 年 － 月 － 日   単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

１． ２００４年９月中間期の業績（２００４年４月１日～２００４年９月３０日） 

（１） 経営成績                                     （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
      百万円      ％      百万円    ％       百万円     ％ 

2004 年 9 月中間期 １５，８１５   13.5 ６０７    △6.8 ７２６    △3.0 

2003 年 9 月中間期 １３，９３２    9.1 ６５１  5.0 ７４９ 16.0 

2004 年 3 月期 ２８，８１１   10.7 １，３７９    △1.9 １，４９５  5.0 

 

 
中間(当期)純利益 

１ 株 当 た り        

中間(当期)純利益 
 

      百万円      ％ 円  銭  

2004 年 9 月中間期 ３２１        △7.4 １４ ９９  

2003 年 9 月中間期 ３４７      5.3 １５ ０４  

2004 年 3 月期 ５７９     16.8 ２５ ８４  

（注） ① 期中平均株式数 2004 年 9月中間期 21,452,951 株 2003 年 9月中間期 23,085,797 株 

 2004 年 3 月期 22,416,575 株   

② 会計処理の方法の変更       無  

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２） 配当状況 

 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 
 

 円  銭 円  銭 

2004 年 9 月中間期 － － 

2003 年 9 月中間期 － － 

2004 年 3 月期 － ７  ００ 

 

（３） 財政状態 

 総 資 産         株 主 資 本         株 主 資 本 比 率         １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％           円  銭 

2004 年 9 月中間期 ２２，８４８ １０，８０６ ４７．３ ５０７ ３１ 

2003 年 9 月中間期 ２０，６６８ １０，６２７ ５１．４ ４７３ ２９ 

2004 年 3 月期 ２１，８３６ １０，６５６ ４８．８ ４９３ ２５ 

（注） ① 期末発行済株式数 2004 年 9 月中間期 21,301,628 株 2003 年 9 月中間期 22,453,988 株 

 2004 年 3 月期 21,603,937 株   

② 期末自己株式数 2004 年 9 月中間期 3,684,971 株 2003年 9月中間期 2,532,611 株 

 2004 年 3 月期 3,382,662 株   

２． ２００５年３月期の業績予想（２００４年４月１日～２００５年３月３１日） 

  １ 株 当 た り 年 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期        末 

間 配 当 金 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

2005 年 3 月期 ３１，５００ １，５００ ７８０ ７  ００   ７  ００

（参考）1株当たり予想当期純利益  ３６円 ６２銭 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における 

仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び 

業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、決算短信（連結）の添付資料 P. 3 をご参照ください。 



 

1. 中間貸借対照表                                                   （単位：百万円） 
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期　　　別

科　　　目

％ ％     

14,110 61.8   11,622 56.2 2,487 13,061

2,024 1,217 806 1,580

5,304 4,894 410 4,936

6,639 5,320 1,319 6,449

255 199 55 246

25 41 △ 16 18

57 79 △ 21 78

307 286   21 305

79 113 △ 34 30

△ 583 △ 530 △ 53 △ 583

8,737 38.2 9,045 43.8 △ 307 8,774

5,674 24.8 6,169 29.8 △ 494 5,895

1,856 1,983 △ 126 1,910

400 427 △ 26 405

416 449 △ 32 437

28 27   0 25

450 333   117 409

2,229 2,660 △ 430 2,426

291 287   4 281

46 0.2 52 0.3 △ 6 50

43 44 △ 1 47

2 8 △ 5 2

0 －   0 －

3,016 13.2 2,823 13.7   193 2,828

1,478 1,156   321 1,330

877 1,093 △ 216 877

22 22 － 22

22 25 △ 2 23

252 292 △ 40 287

411 300 110 354

14 28 △ 14 28

△ 62 △ 96 33 △ 96

22,848 100.0 20,668 100.0 2,180 21,836

電 話 加 入 権

投資その他の資産

前期末

金  額

機 械 及 び 装 置

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

比 較 増 減

金　　額

（2004年3月31日現在）

無 形 固 定 資 産

原 石 山

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

構 成 比

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

前 渡 金

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

出 資 金

そ の 他

土 地

前中間期末

(2003年9月30日現在）

金　　額 構 成 比

当中間期末

(2004年9月30日現在）

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

棚 卸 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

そ の 他



                                             （単位 ： 百万円） 

％ ％     

  11,011 48.2   9,158 44.3 1,853 10,293

3,904 2,986 917 3,606

4,051 3,207 844 3,674

1,020 1,080 △ 60 1,000

1,333 1,140 192 1,268

350 364 △ 14 388

30 54 △ 24 51

247 269 △ 21 231

73 54   19 72

  1,030 4.5   882 4.3   147 886

96 182 △ 86 129

685 472   212 508

230 213   17 230

17 14   2 17

12,041 52.7 10,041 48.6   2,000 11,180

2,146 9.4 2,146 10.4 － 2,146

1,844 8.1 1,844 8.9 － 1,844

1,844 1,844 － 1,844

7,606 33.3 7,203 34.9 402 7,435

536 536 － 536

5,900 5,900 － 5,900

1,640 1,640 － 1,640

300 300 － 300

3,960 3,960 － 3,960

1,169 767 402 999

204 0.9 69 0.3 135 117

△ 994 △ 4.4 △ 636 △ 3.1 △ 358 △ 887

10,806 47.3   10,627 51.4 179 10,656

22,848 100.0 20,668 100.0 2,180 21,836

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

別 途 積 立 金

その他有価証券評 価差 額金

中間（当期）未処分利益

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

研 究 開 発 積 立 金

配 当 積 立 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

流 動 負 債

支 払 手 形

期 別

科 目

（ 負 債 の 部 ）

そ の 他

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債

未 払 金

長 期 預 り 保 証 金

前期末 

（2004年3月31日現在）

金  額金　　額 金　　額 構 成 比

(2003年9月30日現在）

前中間期末

比 較 増 減

当中間期末

(2004年9月30日現在）

構 成 比

買 掛 金

短 期 借 入 金

負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 費 用

（ 資 本 の 部 ）
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2. 損益計算書                                            （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

― 3 ― 

自 2003年4月 1日

至 2004年3月31日

金　額

％ ％ ％

15,815 100.0 13,932 100.0 1,882 113.5 28,811

13,603 86.0 11,687 83.9 1,915 116.4 24,481

2,212 14.0 2,244 16.1 △ 32 98.5 4,329

1,604 10.2 1,593 11.4 11 100.7 2,950

607 3.8 651 4.7 △ 44 93.2 1,379

137 0.9 110 0.8 26 124.3 168

77 63 65

60 46 103

17 0.1 12 0.1 5 143.1 52

8 8 17

9 4 34

726 4.6 749 5.4 △ 22 97.0 1,495

49 0.3 39 0.3 10 126.9 52

23 － －

21 － －

－ 39 40

5 － 12

206 1.3 164 1.2 41 125.3 465

9 16 19

196 － 233

－ 124 175

0 23 36

570 3.6 623 4.5 △ 53 91.4 1,083

366 2.3 375 2.7 △ 8 97.7 708

△ 118 △ 0.7 △ 98 △ 0.7 △ 19 － △ 203

321 2.0 347 2.5 △ 25 92.6 579

848 420 428 201.9 420

1,169 767 402 152.4 999

金　　額 百 分 率

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 引 当 金 戻 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

営 業 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

販売費及び一般管理費

金　　額

経 常 利 益

営 業 外 費 用

退 職 給 付 引 当 金 戻 入

そ の 他 の 特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

前   期

( ))
前期比科　　目

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

至 2003年9月30日(
金　　額百 分 率

期　　別 前中間期 当中間期

)自 2004年4月 1日
至 2004年9月30日(

比 較 増 減 
自 2003年4月 1日

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期）純利益

特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

中間(当期）未処分利益

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額



 3.重要な会計方針 

 

     （１） 有価証券の評価方法は、子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券の時価 

        のあるものは、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

        は移動平均法により算定）時価のないものは、移動平均法による原価法である。 

     （２） 棚卸資産の評価方法は、先入先出法による原価法である。 

     （３） 固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産については定率法、但し'98 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附 

        属設備は除く）及び無形固定資産ついては定額法である。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用している。 

 また、原石山については生産高比例法を採用している。 

     （４） 貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

        等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

     （５） 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備える為、期末時点における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

        基づき計上していたが、確定拠出年金法の施行に伴い、‘04 年 4 月に確定拠出年金制度へ移行している。 

       退職給付引当金は、移管時の嵩上残高（4 年分割のうち残 3 年分）と‘04 年 9 月末時点での加算退職金の合計額 

       を計上している。 

     （６） 役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を役 

        員退職慰労引当金（商法施行規則 43 条に規定する引当金）として計上している。 

     （７） リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取 

        引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

     （８） 消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 
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注 記 事 項       

１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 

2． 中間貸借対照表関係注記                                  

 

 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 

 

（２） 関係会社に対する短期金銭債権 

関係会社に対する短期金銭債務 

 

（３）   自己株式 

         期末発行済株式総数（普通株式） 

         期末に保有する自己株式（普通株式） 

 

（４） １株当たり純資産額 

 

 

（５） 商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する純資産額 

当 中 間 期 

(‘04 年 9 月 30 日現在)

８，１８４ 百万円 

 

３４９ 百万円 

４，２４３ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，６８４，９７１株 

 

５０７円３１銭 

 

 

２０４ 百万円 

 

 

前 中 間 期 

(‘03 年 9 月 30 日現在) 

７，７５４ 百万円 

 

２２６ 百万円 

３，５４６ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

２，５３２，６１１株 

 

４７３円２９銭 

 

 

６９ 百万円 

 

前     期 

(‘04 年 3 月 31 日現在)

８，００４ 百万円 

 

４０８ 百万円 

４，０４７ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，３８２，６６２株 

 

４９３円２５銭 

 

 

１１７ 百万円 

 

３． 中間損益計算書関係注記                                  

 

（１） 関係会社との取引高 

① 売 上 高 

② 仕 入 高 

③ 営業取引以外の取引高 

 

（２） １株当たり中間（当期）純利益 

 

当 中 間 期 

(‘04 年 9 月 30 日現在)

１，３２１ 百万円 

６，００７ 百万円 

７８ 百万円 

 

１４円９９銭 

 

前 中 間 期 

(‘03 年 9 月 30 日現在) 

９７３ 百万円 

５，１５９ 百万円 

５４ 百万円 

 

１５円０４銭 

 

前     期 

(‘04 年 3 月 31 日現在)

２，１６５ 百万円 

１０，８３９ 百万円 

７９ 百万円 

 

２５円８４銭 
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４． リース取引関係注記                                  

           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①    リース物件の取得価額相当額･減価償却累計

額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

    取得価額相当額  機械及び装置 

                    そ  の  他  

                     合 計       

 

減価償却累計額相当額   機械及び装置 

                    そ  の  他 

                      合 計       

 

中間期末(期末)残高相当額   機械及び装置 

                    そ  の  他 

                     合 計       

 

当 中 間 期 

(‘04/4～’04/9) 

１５４ 百万円 

  ６４ 百万円 

２１８ 百万円 

 

７５ 百万円 

４３ 百万円 

１１９ 百万円 

 

７８ 百万円 

２０ 百万円 

９９ 百万円 

前 中 間 期 

(‘03/4～’03/9) 

１５０百万円 

  ９３百万円 

２４３百万円 

 

４８百万円 

 ５９百万円 

１０８百万円 

 

１０１百万円 

 ３４百万円 

１３５百万円 

前 期        

(‘03/4～’04/3) 

１５０ 百万円 

 ９４ 百万円 

２４４ 百万円 

 

６１ 百万円 

６８ 百万円 

１３０ 百万円 

 

８８ 百万円 

２６ 百万円 

１１４ 百万円 

②  未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

              １ 年 以 内           

              １ 年 超            

              合 計           

 

③ 当期支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 

 

３６ 百万円 

６７ 百万円 

１０３ 百万円 

 

４１百万円 

 ９６百万円 

１３８百万円 

 

３８ 百万円 

７９ 百万円 

１１７ 百万円 

        支払リース料総額 

        減価償却相当額 

        支払利息相当額 

２２ 百万円 

２０ 百万円 

２ 百万円 

２４百万円 

２２百万円 

２百万円 

４８ 百万円 

４４ 百万円 

５ 百万円 

④   減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算出法     リース期間を耐用年数として、残存価格を零として定額法により

算出しております。 

利 息 相 当 額 の 算 出 方      リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額と し、各期への配分方法については、利息法によっており

ます。  
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